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２．主要事項

１．地域自立・活性化交付金

調整課 田中（内線29-702）

概算決定額 地域自立・活性化交付金 25,000 百万円

（前年度 20,000 百万円）

１．施策の目的

自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取組を効率的・効果

的に実施するとともに、知恵と意欲のある地域の創意工夫を最大限に活かすための支援

を行う。

２．施策の概要

道路、港湾など国土交通省の所管する社会資本整備全般にわたる各種基盤整備事業

（ハード）と地域の自由な発意による地域づくりへの支援（ソフト）等を対象とする幅

広い支援メニューを揃え、年度途中の事業間の国費の融通を容易とするなど、地域の裁

量の大きい仕組とすることにより、民間プロジェクトとの効率的な連携を図る。

・補助率等

（１）交付対象：都道府県

（２）対象事業

①基幹事業：道路、河川、鉄道、港湾、空港、下水道、住宅、公園

土地区画整理事業、市街地再開発事業

②提案事業：都道府県の提案による調査、社会実験その他必要な事業

（３）交付期間：３～５年程度

（４）交付率 ：約４５％
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２．国土形成事業調整費の創設

調整課 田中（内線29-702）

概算決定額 国土形成事業調整費 35,000 百万円（皆増）

１．施策の目的

広域ブロックの自立的な発展と地域の自立・活性化を図るため、国土形成計画（全国

計画、広域地方計画）等に基づく国と地方の協働による地域戦略等の実現に資する社会

資本の機動的な整備を図る制度を創設する。

２．施策の概要

本調整費は、以下に該当する事業もしくは、国土形成計画の具体化、地域の自立・活

性化の推進等に資する調査に配分する。

（１）広域地方計画区域において実施される、国土形成計画（全国計画、または広域

地方計画）に基づく事業。

（２）都道府県が地域自立・活性化交付金を活用して実施する事業に関連する事業。

（３）地域活性化統合本部会合で決定されたプロジェクト及びこれに関連する事業。

（４）国土形成計画の推進に資する、複数府省間で事業間の調整を必要とする事業。
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図
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す
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す
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ェ
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ﾄﾜ
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ｸ
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す
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①
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ﾚ
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ｼ
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③
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④
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⑤
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ﾞﾛ
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ｸ
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計
画
協
議
会
（
国
の
地
方
行
政
機
関
、
都
府
県
、

政
令
市
、
経
済
団
体
等
で
構
成
）
の
協
議
を
経
て
策
定
予

定
（
平
成
２
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国
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広 域 地 方 計 画 に 即 し た 地 域

の 戦 略 的 な 取 組 へ の 支 援

地 方 再 生 戦 略

【 基 本 理 念 】 地 方 と 都 市 の 再 生地
域
活
性
化

統
合
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光
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付
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付
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計
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整
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設
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３．景観形成事業推進費

調整課 簑島（内線29-703）

概算決定額 景観形成事業推進費 20,000 百万円

（前年度 20,000 百万円）

１．施策の目的

豊かで質の高い国民生活の実現に向けて、良好な景観の形成とこれによる観光立国の

推進にも資する事業及びその実施のための調査について、年度途中に必要に応じた機動

的な予算措置を行うための経費である。

２．施策の概要

以下の項目に該当する事業及びこれを推進するために必要な調査に配分する。

（１ 「景観法」に基づき策定された景観計画に定められた事業。）

（２）次に掲げる地域又は区域において行われる良好な景観形成に係る事業。

①景観計画に定められた景観計画区域又は景観地区

②「都市計画法」に基づく都市計画により定められた風致地区、その他の法令に基

づく景観に係る規制の対象となる地域又は区域
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４．災害対策等緊急事業推進費

調整課 簑島（内線29-703）

概算決定額 災害対策等緊急事業推進費 25,000 百万円

（前年度 25,000 百万円）

１．施策の目的

住民の安全・安心の確保に資することを目的とし、洪水・高潮・地震・津波等の自然

現象による災害を受けた地域、及び公共交通に係る重大な事故が発生した箇所等におい

て緊急に実施すべき事業について、年度途中に必要に応じた機動的な予算措置を行うた

めの経費である。

２．施策の概要

洪水・高潮・地震・津波等の自然現象による災害を受けた地域、及び公共交通におけ

る重大な事故が発生した箇所等において緊急に実施すべき事業のうち、年度途中に追加

財政措置が必要となったものについて、各府省からの要望に基づき配分する。

具体的な配分事業は以下のとおり。

○災害対策の部

・家屋浸水等を被った地域における治水施設の整備

・土砂災害の被災地における対策事業

・津波・異常高潮による被災地における対策事業

・災害時の避難路等の改良

・災害時の情報提供施設の整備 等

○公共交通安全対策の部

・道路交通安全対策（交差点改良、歩道設置等）

・踏切対策（踏切道拡幅、横断歩道橋設置、立体化事業等）

・鉄道駅火災対策（避難通路、排煙設備の設置）

・航路標識整備（改良、高度化等）

・空港保安施設、航空保安システム整備（改良、高度化等） 等
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５．国土形成計画等の策定・推進

総 合 計 画 課 小松（内線29-357）

大都市圏計画課 峰村（内線29-412）

地 方 計 画 課 笹原（内線29-503）

概算決定額 802 百万円 （前年度 846 百万円）

うち、全国計画の推進 235 百万円（前年度 233百万円）

広域地方計画の策定・推進 402 百万円（前年度 380百万円）

海洋・沿岸域に係る計画策定等の推進

19 百万円（前年度 21百万円）

１．施策の目的

本格的な人口減少社会の到来、急速な高齢化の進展、グローバル化の進展と東アジア

の経済発展等の経済社会情勢の大転換を踏まえ、国土形成計画法に基づき作成する新た

な国土計画（全国計画及び広域地方計画）の効果的な推進を通じ、多様な広域ブロック

が自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図る。

２．施策の概要

（１）全国計画の推進

国土形成計画（全国計画）の実現・推進に向けて、計画に示された二地域居住等

の施策の具体化、計画内容の国民への普及・啓発、国土の姿と現状を継続的・定期

的に把握し、提供するための国土のモニタリング等を行う。

・二地域居住等支援のための総合情報プラットフォーム整備等に関する調査

・シームレスアジアの実現に向けた共通交通基盤及び交通回廊形成促進調査

・国土のモニタリングシステムの管理及び充実方策の検討 等

（２）広域地方計画の策定・推進

各広域ブロックにおいて、独自性のある広域地方計画を策定するとともに、その

効果的な推進を図るため、地方支分部局、地方公共団体等からなる広域地方計画協

議会等の開催、計画のモニタリング体制の構築、計画内容の普及・啓発のための広

報活動等を行う。
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国
土
形
成
計
画
（
全
国
計
画
）
の
推
進

国
土
形
成
計
画
（
全
国
計
画
）
（
平
成
１
９
年
度
策
定
予
定
）

●
計
画
に
示
さ
れ
た
施
策
の
具
体
化

□
東
ア
ジ
ア
と
の
交
流
・
連
携
に
よ
る
「
世
界
に
発
展
す
る
シ
ー
ム
レ
ス
ア
ジ
ア
の
形
成
」

□
「
二
地
域
居
住
」
等
に
よ
る
持
続
可
能
な
地
域
の
形
成

□
「
災
害
に
強
い
し
な
や
か
な
国
土
の
形
成
」
に
向
け
た
総
合
的
な
防
災
・
減
災
対
策

□
「
生
態
系
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
エ
コ
・
ネ
ッ
ト
）
の
形
成
」
に
よ
る
美
し
い
国
土
の
管
理
と
継
承

□
「
新
た
な
公
」
を
基
軸
と
す
る
地
域
づ
く
り

●
関
係
行
政
機
関
や
各
主
体
と
の
協
働
、
国
民
へ
の
普
及
・
啓
発

●
国
土
を
め
ぐ
る
様
々
な
状
況
を
常
時
収
集
・
整
理
し
分
析
す
る
国
土
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

等

計
画
の
実
現
に
向
け
た
取
組
の
推
進

多
様
な
ブ
ロ
ッ
ク
が
自
立
的
に
発
展
す
る
国
土
を
構
築
す
る

と
と
も
に
、
美
し
く
、
暮
ら
し
や
す
い
国
土
の
形
成
を
図
る

今
後
、
東
ア
ジ
ア
諸
国
と
我
が
国
が
持
続
可
能
な
発
展
を
遂
げ
る
た
め
に
、
東
ア
ジ
ア
域
内
で
ヒ
ト
、
モ
ノ
、
情
報
が
国
境
の
影
響
を
感
じ

さ
せ
ず
に
交
流
で
き
る
よ
う
な
、
「
ア
ジ
ア
に
開
か
れ
た
国
土
」
を
目
指
し
た
円
滑
で
一
体
感
に
あ
ふ
れ
る
連
携
の
考
え
方
。

都
市
住
民
が
、
本
人
や
家
族
の
ニ
ー
ズ
等
に
応
じ
て
、
多
様
な
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
を
実
現
す
る
た
め
の
手
段
の
一
つ
と
し
て
、
農
山
漁
村
等
の

同
一
地
域
に
お
い
て
、
中
長
期
、
定
期
的
・
反
復
的
に
滞
在
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
当
該
地
域
社
会
と
一
定
の
関
係
を
持
ち
つ
つ
、
都
市
の
住
居
に
加
え
た
生

活
拠
点
を
持
つ
こ
と
。

社
会
の
成
熟
化
、
市
民
意
識
の
高
ま
り
等
に
よ
り
、
従
来
行
政
が
担
っ
て
き
た
範
囲
に
と
ど
ま
ら
ず
、
幅
広
い
「
公
」
の
分
野
の
役
割
を
多
様
な
主

体
が
担
い
つ
つ
あ
る
が
、
こ
れ
を
自
立
地
域
社
会
の
形
成
を
担
う
も
の
と
し
て
積
極
的
に
位
置
付
け
る
考
え
方
。

人
口
減
少
社
会
の
到
来

東
ア
ジ
ア
の
経
済
成
長

国
民
の
価
値
観
の
変
化
・
多
様
化

○ 広 域 地 方 計 画 へ の 反 映

○ 関 係 主 体 に よ る 取 組 の 推 進

二
地
域
居
住

シ
ー
ム
レ
ス
ア
ジ
ア

新
た
な
公

＜
新
し
い
国
土
像
＞
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平
成

19
年
度
調
査

平
成

20
年
度
調
査

二
地
域
居
住
を
巡
る
現
状

○
都
市
住
民
の
田
舎
暮
ら
し
へ
の
関
心
は
高
い
が
、
二
地
域
居
住
等

を
実
践
し
て
い
る
人
は
少
な
い
。

○
そ
の
原
因
と
し
て
、
都
市
住
民
と
地
域
と
の
間
の
情
報
の
ミ
ス
マ
ッ

チ
や
費
用
負
担
に
対
す
る
不
安
が
あ
る
が
、
そ
も
そ
も
二
地
域
居
住

等
の
新
し
い
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
が
、
未
だ
国
民
に
十
分
知
ら
れ
て
お
ら

ず
、
選
択
肢
と
し
て
考
慮
さ
れ
て
い
な
い
。

○
一
部
地
域
で
は
二
地
域
居
住
等
の
促
進
を
図
っ
て
い
る
が
、
全
国

的
規
模
で
の
取
り
組
み
が
な
さ
れ
て
い
な
い
。

（
参
考
資
料
）

●
地
域
へ
の
人
の
誘
致
・
移
動
促
進
方
策
に
関
す
る
調
査
（
H

19
.3
）

●
暮
ら
し
の
複
線
化
研
究
会
報
告
（
H

19
.6
）

●
国
土
審
議
会
計
画
部
会
報
告
と
り
ま
と
め
（
H

19
.1

1）

【
地
域
外
部
の
人
材
誘
致
の
た
め
の
施
策
検
討
調
査
】
（
22
百
万
）

○
二
地
域
居
住
等
支
援
の
た
め
の
総
合
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の

中
核
と
な
る
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
の
試
作
及
び
課
題
の
整
理
。

○
情
報
提
供
地
域
や
機
能
を
限
定
し
て
試
行
し
、
サ
イ
ト
に
求
め
ら

れ
る
情
報
内
容
や
機
能
に
つ
い
て
の
検
証
を
行
う
。

【
二
地
域
居
住
把
握
シ
ス
テ
ム
の
整
備
調
査
】
（
25
百
万
）

○
二
地
域
居
住
人
口
や
二
地
域
居
住
を
把
握
す
る
た
め
の
情
報
収

集
や
登
録
の
あ
り
方
を
検
討
。

○
二
地
域
居
住
に
つ
い
て
の
情
報
収
集
や
確
認
方
法
等
に
つ
い
て

の
試
行
・
検
証
を
行
う
と
と
も
に
、
二
地
域
居
住
者
の
行
動
特
性
を

把
握
す
る
。

２
．
総
合
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
整
備

○
二
地
域
居
住
等
に
関
す
る
情
報
を
総
合
的
に
提
供
す
る
プ
ラ
ッ
ト

フ
ォ
ー
ム
の
本
格
的
整
備
を
図
る
。

○
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
情
報
の
提
供
等
、
普
及
啓
発
に
活
用
す
る
。

広
報
や
ポ
ス
タ
ー
作
成

事
例
集
の
作
成

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
の
実
施

シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催

統
一
ロ
ゴ
や
標
語
の
作
成

官
民

１
．
二
地
域
居
住
等
の
普
及
啓
発

○
二
地
域
居
住
等
は
、
人
口
減
少
下
に
お
け
る
国
土
の
持
続
的
発

展
や
個
人
の
生
活
の
質
の
改
善
に
資
す
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
国

民
に
認
識
し
て
も
ら
い
、
二
地
域
居
住
等
を
促
進
す
る
た
め
、
民
間

事
業
者
等
と
協
力
し
て
、
普
及
啓
発
を
進
め
る
。
【
新
規
】

推
進
協
議
会
の
設
立
・
運
営

二
地
域
居
住
を
推
進
す
る
た
め
、
総
合
的
な
情
報
提
供
体
制
等
の
整
備
、
普
及
啓
発
を
行
う
。

二
地
域
居
住
等
支
援
の
た
め
の
総
合
情
報
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
整
備
等

に
関
す
る
調
査

試
行
サ
イ
ト
を
ベ
ー
ス
に
、
対
象
地
域
拡
大
、

会
員
向
け
サ
ー
ビ
ス
の
拡
充
等
【
拡
充
】

二
地
域
居
住
の
実
践
者
に
関
す
る
情
報
な

ど
、
多
様
な
関
連
情
報
を
蓄
積

ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ

人
的
相
談
窓
口
等
の
設
置
・

運
営
を
検
討
【
新
規
】

持
続
的
な
運
営
の
あ
り
方

や
組
織
の
具
体
化
を
検
討総
合
的

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
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６．自立的な広域ブロックの形成等

大都市圏計画課 松家（内線29-402）

地 方 計 画 課 笹原（内線29-503）

概算決定額 1,060百万円 （前年度 910百万円）

うち、広域ブロック自立施策等推進調査費の創設 700百万円（皆増）

「新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業

300百万円（皆増）

１．施策の目的

多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしや

すい国土の形成を図るため、独自性ある広域地方計画等を踏まえ、個性豊かで自立した

魅力ある地域の形成を目指し、多様な主体の参加と連携による国土づくり・地域づくり

を推進するための諸施策を、地域からの発案や国と地方の連携を重視しつつ行う。

２．施策の概要

（１）広域ブロック自立施策等推進調査費の創設

地域の発意により、広域地方計画に基づく官民の多様な主体が協働して取り組む

広域プロジェクト構想の具体化等を、関係各府省や地方公共団体の連携のもと機動

的に支援することにより、新たな国土形成計画が目指す多様な広域ブロックの自立

的な発展に資する施策等の総合的かつ円滑な推進を図る。

（２ 「新たな公」によるコミュニティ創生支援モデル事業）

全国で拡大する人口減少・高齢化の著しい地域等において、住民、地域団体、Ｎ

ＰＯ、企業、自治体等の官民の多様な主体が連携し、地域の伝統・文化等の埋もれ

ゆく地域資源を活用してコミュニティを創生しようとする活動をモデル的に実施し、

新たな国土形成計画が掲げる「新たな公」による地域づくりの全国展開を通じ、地

域活性化や国土管理上の諸課題への対応を図る。
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広
域
ブ
ロ
ッ
ク
自
立
施
策
等
推
進
調
査
費
の
創
設

広
域
ブ
ロ
ッ
ク
自
立
施
策
等
推
進
調
査
費
の
創
設

地
域
の
発
意
に
よ
り
、
広
域
地
方
計
画
に
基
づ
く
官
民
の
多
様
な
主
体
が
協
働
し
て
取
り
組
む
広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構
想
の
具
体
化
等

を
、
関
係
各
府
省
や
地
方
公
共
団
体
の
連
携
の
も
と
機
動
的
に
支
援
す
る
こ
と
に
よ
り
、
新
た
な
国
土
形
成
計
画
が
目
指
す
多
様
な

広
域
ブ
ロ
ッ
ク
の
自
立
的
な
発
展
に
資
す
る
施
策
等
の
総
合
的
か
つ
円
滑
な
推
進
を
図
る
。

広
域
地
方
計
画

・
国
土
に
お
け
る
位
置
付
け
、
東
ア
ジ
ア
の
中
で
の
独
自
性

・
ブ
ロ
ッ
ク
の
特
性
を
踏
ま
え
た
各
都
市
や
地
域
の
連
携
方
策

・
全
国
共
通
の
課
題
に
対
す
る
独
自
の
対
応
策

・
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
固
有
の
課
題
へ
の
取
組

・
独
自
の
地
域
戦
略
に
基
づ
く
重
点
的
・
選
択
的
な
資
源
投
入
等

○
事
業
段
階
へ
進
む
た
め
の
検
討

実
施
主
体
間
調
整

実
現
可
能
性
、
採
算
性
検
討

社
会
実
験
等

○
構
想
段
階
へ
進
む
た
め
の
検
討

参
加
主
体
の
調
整

即
地
的
検
討

地
域
の
ニ
ー
ズ
調
査

「
・
・
・
の
具
体
化
を
図
る
」

「
・
・
・
を
実
施
す
る
」

コ
ン
セ
プ
ト
段
階

構
想
段
階

事
業
段
階

「
・
・
・
の
検
討
を
深
め
る
」

推 進 調 査

推 進 調 査

事
業
実
施
へ

推 進 調 査

広
域
観
光
連
携
構
想

地
域
資
源
を
活
か
し
た

地
域
ブ
ラ
ン
ド
構
想

広
域
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
構
想
の
例

・
・
等

国
の
地
方
行
政
機
関

都
府
県
・
政
令
市

地
元
経
済
界
等

区
域
内
市
町
村
等

広
域
地
方
計
画
協
議
会

・
計
画
案
の
検
討

・
計
画
の
ﾌ
ｫ
ﾛ
ｰ
ｱ
ｯ
ﾌ
ﾟ

＜
地
域
の
発
意
／
民
と
の
協
働
の
立
ち
上
が
り
段
階
を
機
動
的
に
支
援
‥
‥
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
熟
度
を
高
め
る
＞

＜
「
広
域
地
方
計
画
」
の
推
進
‥
‥
国
と
地
方
の
協
働
に
よ
る
広
域
ブ
ロ
ッ
ク
の
将
来
像
の
実
現
＞

学
識
経
験
者

市
町
村
か
ら
の
提
案

地
域
住
民
の
意
見

推
進

中
小
都
市
圏
で
の
起
業
支
援

セ
ン
タ
ー
設
立
構
想

広
域
ブ
ロ
ッ
ク
内
の

大
学
間
連
携
構
想

12



「
新
た
な
公
」
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
創
生
支
援
モ
デ
ル
事
業

全
国
で
拡
大
す
る
人
口
減
少
・
高
齢
化
の
著
し
い
地
域
等
に
お
い
て
、
住
民
、
地
域
団
体
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
企
業
、
自
治
体
等
の
官
民
の
多
様
な
主
体
が
協

働
し
、
地
域
の
伝
統
・
文
化
等
の
埋
も
れ
ゆ
く
地
域
資
源
を
活
用
し
て
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
創
生
し
よ
う
と
す
る
活
動
を
モ
デ
ル
的
に
実
施
し
、
新
た
な
国
土

形
成
計
画
が
掲
げ
る
「
新
た
な
公
」
に
よ
る
地
域
づ
く
り
の
全
国
展
開
を
通
じ
、
地
域
活
性
化
や
国
土
管
理
上
の
諸
課
題
へ
の
対
応
を
図
る
。

本
格
的
な
人
口
減
少
・少
子
高
齢
化
時
代

○
維
持
・
存
続
が
危
ぶ
ま
れ
る
集
落
等
が
全
国
で
拡
大

（
過
去
７
年
で
約
１
９
０
の
集
落
が
消
滅
）

○
生
活
へ
の
不
安
、
貴
重
な
文
化
・
伝
統
・
風
土
等

の
喪
失
の
お
そ
れ

○
国
土
の
荒
廃
、
災
害
脆
弱
性
の
拡
大
等

地
域
へ
の
誇
り
・
愛
着
を
共
有
す

る
多
様
な
主
体
を
地
域
づ
く
り
の

担
い
手
と
し
て
位
置
づ
け
、
行
政

と
協
働
し
、
地
域
の
ニ
ー
ズ
に
応

じ
た
社
会
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
等

を
行
う
「
新
た
な
公
」
の
活
動
に

よ
り
、
地
域
活
性
化
や
国
土
管

理
上
の
諸
課
題
へ
の
対
応
を
図

る
必
要

地
域
再
生
に
向
け
た
「
新
た
な
公
」
へ
の
期
待

耕
作
放
棄
地
の
増
大

空
き
家
の
増
加

森
林
の
荒
廃

獣
害
・
病
虫
害
の
発
生

ご
み
の
不
法
投
棄
の
増
加

伝
統
的
祭
事
の
衰
退

不
在
村
者
有
林
の
増
大

土
砂
災
害
の
発
生

冠
婚
葬
祭
等
の
日
常
扶

助
機
能
の
低
下

集
落
で
生
じ
て
い
る
問
題
（
市
町
村
担
当
者
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
よ
り
）
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4
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3
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3
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2
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2
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0
2
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4
0

6
0

8
0 ％

○
地
域
の
発
意
に
基
づ
く
多
様
な
主
体
の
協

働
活
動
を
モ
デ
ル
的
に
実
施

【テ
ー
マ
例
】

☆
集
落
機
能
の
維
持

☆
耕
作
放
棄
地
の
管
理
・利
活
用

☆
二
地
域
居
住
・定
住
促
進

☆
文
化
伝
統
等
の
地
域
資
源
の
利
活
用

○
複
数
年
度
の
継
続
的
な
事
業
実
施
に
よ
り

「
新
た
な
公
」
の
持
続
的
な
活
動
の
定
着
・

全
国
展
開
へ
の
道
筋
を
つ
け
る

モ
デ
ル
事
業
の
実
施

対
象
地
域
：
維
持
・
存
続
が
危
ぶ
ま
れ
る
集
落

を
中
心
と
す
る
中
山
間
地
域
等

対
象
主
体
：
自
治
体
と
協
働
す
る
熱
意
の
あ
る

民
間
主
体
を
公
募
に
よ
り
選
定

活
動
内
容
：
地
域
づ
く
り
の
担
い
手
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
拡
大
、
地
域
活
性
化
の
実
践
的
な
試
み

「
新
た
な
公
」
に
よ
る
活
性
化
活
動
の
イ
メ
ー
ジ
例

特
産
品
を
活
か
し

た
活
性
化
事
業

集
落
に
点
在
す
る
古
民
家

耕
作
放
棄
さ
れ
た
棚
田

現
況
調
査
、
ヒ
ア
リ
ン
グ
等
を
通
じ
た

地
域
に
埋
も
れ
た
資
源
の
再
発
見

地
域
コン
シ
ェル
ジ
ュな
ど

受
入
体
制
の
整
備

地
域
情
報
の
発
信

な
ど

二
地
域
居
住
の
推
進

耕
作
放
棄
地
の
共
同
管
理
、
都
市

住
民
に
よ
る
農
作
業
交
流
体
験

企
業

行
政

N
P
O

団
体

住
民

多
様
な
主
体
に
よ
る

「
新
た
な
公
」
の
活
動

の
担
い
手
づ
く
り

活
動
戦
略
の
協
議

活
性
化
活
動
の

試
み
を
実
践

人
材
育
成
、

研
修
・
講
習
会

集
落
機
能
助
け
合
い
、

地
域
の
足
の
確
保
等
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７．国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進

総務課国土情報整備室 遠山(内線29-212)

概算決定額 807百万円 （前年度 860百万円）

１．施策の目的

国土の状況についての科学的な分析等に資するよう国土情報の整備等を推進するとと

もに、地理情報システム（ＧＩＳ）の普及促進等により地理空間情報の活用を推進する。

２．施策の概要

（１）国土情報の総合的な整備、分析、利用及び提供

国土の状況についての科学的かつ客観的な分析を進めるとともに国民が国土の状

況をよりよく理解できるようにするため、国土に関する情報（国土情報）の整備、

分析を推進するとともに、インターネットを通じて広く提供する。

（２）地理空間情報の高度な活用の推進

「地理空間情報活用推進基本法」が目指す地理空間情報が高度に活用できる社会

を実現するため、地理情報システム（ＧＩＳ）の普及促進、地理空間情報の国民へ

の提供の促進、地方公共団体におけるモデル的な取組を通じた基盤地図情報及びそ

の他の地理空間情報の整備、提供、流通等に係る指針の策定を行う。

また、民間が保有する公益性の高い地理空間情報の整備・提供の促進や地理空間

情報の高度な活用に不可欠な広範囲かつ専門的な知見を有する人材の育成について、

産学官が一体となって取り組む。
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産
学
官
の
連
携
に
よ
る
地
理
空
間
情
報
の
高
度
な
活
用
の
推
進

・
地
理
空
間
情
報
の
整
備
・
流
通
等

に
係
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
等
の
整
備

・
地
理
空
間
情
報
の
整
備
・
提
供
の
促
進

地
理
空
間
情
報
を
活
用
し
た

新
た
な
ビ
ジ
ネ
ス
の
創
出
や

既
存
ビ
ジ
ネ
ス
の
高
度
化

政
府
、
地
方
公
共
団
体
、
民
間
が
保
有

す
る
地
理
空
間
情
報
を
ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
で

検
索
・
提
供
で
き
る
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
の
構

築
検
討

民
間
事
業
者
が
保
有
す
る
公
益
性
の

高
い
地
理
空
間
情
報
の
所
在
把
握
や
、

集
約
す
る
手
法
の
検
討

大
学
・
教
育
機
関
・
学
会
、
民
間
事
業
者
、

行
政
等
が
連
携
し
た
人
材
育
成
プ
ロ
グ
ラ

ム
の
検
討
・
実
施

産
学
官
が
力
を
合
わ
せ
て

産
学
官
が
力
を
合
わ
せ
て

地
理
空
間
情
報
の
活
用
を
推
進

地
理
空
間
情
報
の
活
用
を
推
進

地
理
空
間
情
報
活
用
推
進
基
本
法
の
成
立

20
年
度
に
お
け
る
具
体
的
連
携
施
策

地
理
空
間
情
報
が
高
度
に
活
用
さ
れ
る
社
会
の
実

現
に
向
け
、
産
学
官
が
連
携
し
た
取
組
が
必
要

官

産

学

・
最
先
端
の
技
術
の
研
究
・
提
供

・
地
理
空
間
情
報
を
活
用
し
よ
う
と
す
る
者

に
対
す
る
専
門
的
ア
ド
バ
イ
ス

産
・
学
・
官
そ
れ
ぞ
れ
の
取
組
に
加
え
、

相
互
の
強
み
を
生
か
し
て
連
携

例
え
ば
・
・

地
理
空
間
情
報
の
活
用
で

生
活
が
安
心
・
便
利
に
！

連
携

地
理
空
間
情
報
活
用
推
進
基
本
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
六
十
三
号
）
（
抄
）

第
七
条
国
は
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
関
係
事
業
者
及
び
大
学
等
の
研
究
機
関
が

相
互
に
連
携
を
図
り
な
が
ら
協
力
す
る
こ
と
に
よ
り
、
地
理
空
間
情
報
の
活
用
の
効

果
的
な
推
進
が
図
ら
れ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
こ
れ
ら
の
者
の
間
の
連
携
の
強
化
に

必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

Ｇ
Ｐ
Ｓ
付
き
携
帯
電
話

・
災
害
時
伝
言
ダ
イ
ヤ
ル
が
、
音
声
だ
け
の
サ
ー
ビ

ス
に
と
ど
ま
ら
ず
携
帯
電
話
の
地
図
上
に
家
族
の

居
場
所
を
表
示
す
る
。

私父 母
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３．平成20年度国土計画局関係予算の概要

○ 公共事業関係費

１．地域自立・活性化交付金

概算決定額： 25,000 百万円 (対前年度比 1.25 倍)

自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取組を効率的・効果

的に実施するとともに、知恵と意欲のある地域の創意工夫を最大限に活かすための支援

を行う。

２．国土形成事業調整費

概算決定額： 35,000 百万円 (皆増) 【新規】

広域ブロックの自立的な発展と地域の自立・活性化を図るため、国土形成計画（全国

計画、広域地方計画）等に基づく国と地方の協働による地域戦略等の実現に資する社会

資本の機動的な整備を図る制度を創設する。

３．景観形成事業推進費

概算決定額： 20,000 百万円 (対前年度比 1.00 倍)

豊かで質の高い国民生活の実現に向けて、良好な景観の形成とこれによる観光立国の

推進にも資する事業及び調査のより一層円滑な推進を図る。

４．災害対策等緊急事業推進費

概算決定額： 25,000 百万円 (対前年度比 1.00 倍)

住民の安全・安心の確保に資することを目的とし、洪水・高潮・地震・津波等の自然

現象による災害を受けた地域、及び公共交通に係る重大な事故が発生した箇所等におい

て、緊急に実施すべき事業を迅速に立ち上げ、または推進を図る。
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○ 行政経費

１．国土形成計画等の策定・推進

概算決定額： 802 百万円 (対前年度比 0.95 倍)

国土形成計画法に基づき、国土形成計画の策定及び推進に向けた検討を行う。国土形

成計画（全国計画）の実現・推進に向けて、施策の具体化、計画内容の国民への普及・

啓発等を推進するとともに、新たな国土形成計画が目指す広域ブロックの自立的発展を

促進するため、独自性ある広域地方計画の策定・推進を図る。

２．自立的な広域ブロックの形成等

概算決定額：1,060 百万円 （対前年度比 1.17倍）

広域ブロックの自立的な発展を推進するため、広域地方計画に基づく官民が連携した

広域プロジェクト構想の具体化等を機動的に支援する制度を創設する。また 「新たな、

公」による地域づくりを推進するため、官民の多様な主体が協働し、地域資源を活用し

てコミュニティを創生しようとする活動をモデル的に実施する。

３．国土政策の国際連携の推進

概算決定額： 93 百万円 (対前年度比 0.98倍)

我が国及び諸外国の国土計画に関する情報を収集・蓄積するとともに、ウェブサイト

により発信する。また、国際機関との連携等を図る。

４．国土情報の整備及び地理空間情報の高度な活用の推進

概算決定額： 807 百万円 (対前年度比 0.94倍)

国土の状況についての科学的な分析等に資するよう国土情報の整備等を推進するとと

、 （ ） 。もに 地理情報システム ＧＩＳ の普及促進等により地理空間情報の活用を推進する

５．総合的な交通体系整備の推進

（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）概算決定額：72 百万円 (対前年度比 0.85 倍)

国土形成計画では、多様な広域ブロックが自立的に発展する国土の姿を目指している

が、これに資する交通体系整備の推進に向けて、国際的・広域的な交流・連携の促進に

よる競争力向上や地域におけるモビリティ確保について、総合的観点からの調査・検討

を行う。

６．国会等の移転に向けた検討の推進等

概算決定額： 235 百万円 (対前年度比 0.88 倍)

国会等の移転に関する法律に定める移転の具体化に向けた検討責務に基づき、必要な

調査検討業務を行うこと等により、国会における検討に必要な協力を積極的に行うとと

もに、国民に幅広く議論を喚起する施策を行う。

７．自律移動支援プロジェクトの推進

（政策統括官（国土・国会等移転担当）予算）概算決定額： 57百万円 (対前年度比 0.85倍)

身体的状況、年齢、言語等を問わず 「いつでも、どこでも、だれでも」移動等に関、

する情報を入手することを可能にする「自律移動支援プロジェクト」を推進する。
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